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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
平成27年度
第３四半期連結
累計期間

平成28年度
第３四半期連結
累計期間

平成27年度

 
（自　平成27年４月１日
 至　平成27年12月31日）

（自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日）

（自　平成27年４月１日
 至　平成28年３月31日）

経常収益 百万円 44,981 53,738 60,962

経常利益 百万円 10,108 13,226 13,070

親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 6,336 23,855 ──

親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ── ── 7,931

四半期包括利益 百万円 1,817 24,272 ──

包括利益 百万円 ── ── 910

純資産額 百万円 184,668 210,778 183,814

総資産額 百万円 3,083,534 3,646,435 3,080,000

１株当たり四半期純利

益金額
円 42.28 147.32 ──

１株当たり当期純利益

金額
円 ── ── 52.90

潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額
円 41.74 145.21 ──

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
円 ── ── 52.20

自己資本比率 ％ 5.88 5.69 5.85

 

 

平成27年度
第３四半期連結
会計期間

平成28年度
第３四半期連結
会計期間

（自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日）

（自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利

益金額
円 14.87 23.30

（注）１．当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。

なお、平成28年４月１日を効力発生日とする株式交換により、当第３四半期連結累計期間より株式会社大正銀行は

当社の連結子会社となっております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事業等のリスクについて

は、前事業年度の有価証券報告書における記載から重要な変更及び新たに生じたリスクはありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、個人消費に弱さが残るものの、好調な企業収益や政府の経

済対策により雇用情勢が大きく改善する等、全体としては回復基調で推移しました。

しかしながら、米国新大統領の経済政策、英国の欧州連合からの離脱条件等、世界経済に大きな影響を与える新

たな事象が発生しており、景気の先行きは不透明な状態であります。

地域金融機関を取り巻く環境につきましては、市場金利の低下や他金融機関との競合等により資金運用利回りが

低下するなど収益環境が厳しさを増すとともに、営業基盤とする地域においても将来的に人口や事業者数の減少に

より地域経済の縮小が見込まれており、地域金融機関には、高度化する顧客ニーズへの対応、地域に密着した活動

の継続、地方創生に向けた金融機能の発揮等が求められております。

こうした中、当社は、平成28年４月１日付で、株式会社大正銀行（以下「大正銀行」という。）と株式交換方式

による経営統合（以下「本経営統合」という。）を実施いたしました。大阪地区を主要営業基盤とする大正銀行を

傘下に加えることにより、広域金融グループの更なる進化を図り、将来の持続的成長に向けた経営基盤・事業基盤

を拡充するとともに、今後の地域経済や金融機関の経営環境の変化を踏まえ、広域ネットワークの活用、各々の強

みや各種ノウハウの共有・活用により、成長戦略の実現と付加価値の高い金融サービスの提供を行い、地方創生と

地域経済の発展に貢献することを目指しております。

当第３四半期連結累計期間における損益状況は、経常収益は、本経営統合に伴い資金運用収益が増加したほか、

国債等債券売却益及び株式等売却益が増加したこと等により、前第３四半期連結累計期間比8,757百万円増加して

53,738百万円となりました。経常費用は、与信関連費用が減少したものの、本経営統合に伴い営業経費が増加した

こと等により、同5,638百万円増加して40,511百万円となりました。その結果、経常利益は同3,118百万円増加して

13,226百万円となりました。また、本経営統合に係る特別利益として負ののれん発生益14,849百万円を計上したこ

とにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は同17,519百万円増加して23,855百万円となりました。

セグメント別の業績につきましては、銀行業セグメントの経常収益は前第３四半期連結累計期間比8,699百万円

増加して48,500百万円、セグメント利益は同3,168百万円増加して13,003百万円となりました。リース業セグメン

トのセグメント利益は133百万円、その他のセグメント利益は1,372百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間末における資産の部合計は前連結会計年度末比5,664億円増加して３兆6,464億円とな

りました。負債の部合計は同5,395億円増加して３兆4,356億円となりました。純資産は2,107億円となりました。

また、主要な勘定の残高につきましては、譲渡性預金を含む預金等残高は前連結会計年度末比5,226億円増加し

て３兆2,797億円、貸出金残高は同4,689億円増加して２兆4,914億円、有価証券残高は同85億円増加して8,197億円

となりました。

なお、当第３四半期連結会計期間末における従業員数は、本経営統合を主な要因とし、前連結会計年度末比382

人増加して2,444人となりました。
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国内・国際業務部門別収支

　当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は、本経営統合に伴う貸出金利息の増加等により前第３四半期連結累

計期間比5,346百万円増加して36,560百万円となりました。役務取引等収支についても、本経営統合に伴う手数料

収入の増加等により同459百万円増加して2,720百万円となりました。その他業務収支は、外国為替売買損の増加等

により同235百万円減少して△144百万円となりました。

　部門別では国内業務部門の資金運用収支は33,826百万円、役務取引等収支は2,689百万円、その他業務収支は637

百万円となりました。また、国際業務部門の資金運用収支は2,734百万円、役務取引等収支は30百万円、その他業

務収支は△782百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 28,897 2,316 31,214

当第３四半期連結累計期間 33,826 2,734 36,560

うち資金運用収益

前第３四半期連結累計期間 30,510 2,486
138

32,858

当第３四半期連結累計期間 35,713 2,946
130

38,529

うち資金調達費用

前第３四半期連結累計期間 1,612 169
138

1,643

当第３四半期連結累計期間 1,886 211
130

1,968

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 2,226 35 2,261

当第３四半期連結累計期間 2,689 30 2,720

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,003 59 5,063

当第３四半期連結累計期間 5,825 50 5,875

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 2,777 24 2,802

当第３四半期連結累計期間 3,135 20 3,155

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 310 △218 91

当第３四半期連結累計期間 637 △782 △144

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 4,830 52 4,882

当第３四半期連結累計期間 5,978 210 6,188

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 4,519 271 4,791

当第３四半期連結累計期間 5,340 992 6,333

（注）１．海外店はないため、国内業務部門と国際業務部門に区分して開示しております。国内業務部門は円建取引、

国際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２．資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結累計期間２百万円、当第３四半期連結累計期間

２百万円）を控除して表示しております。

３．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の係数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

　当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は、本経営統合に伴い、預金・貸出業務に係る手数料が増加したこ

と等により前第３四半期連結累計期間比812百万円増加して5,875百万円となりました。また、役務取引等費用につ

いても、同353百万円増加して3,155百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,003 59 5,063

当第３四半期連結累計期間 5,825 50 5,875

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 954 － 954

当第３四半期連結累計期間 1,561 － 1,561

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,169 51 1,221

当第３四半期連結累計期間 1,256 44 1,300

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 516 － 516

当第３四半期連結累計期間 599 － 599

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 120 － 120

当第３四半期連結累計期間 147 － 147

うち保護預り・貸金

庫業務

前第３四半期連結累計期間 53 － 53

当第３四半期連結累計期間 76 － 76

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 55 8 63

当第３四半期連結累計期間 69 6 75

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 2,777 24 2,802

当第３四半期連結累計期間 3,135 20 3,155

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 204 24 228

当第３四半期連結累計期間 221 20 241

（注）　海外店はないため、国内業務部門と国際業務部門に区分して開示しております。国内業務部門は円建取引、国

際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,708,366 32,804 2,741,170

当第３四半期連結会計期間 3,166,302 33,849 3,200,152

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,212,377 － 1,212,377

当第３四半期連結会計期間 1,416,398 － 1,416,398

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,489,532 － 1,489,532

当第３四半期連結会計期間 1,746,236 － 1,746,236

うちその他
前第３四半期連結会計期間 6,455 32,804 39,259

当第３四半期連結会計期間 3,667 33,849 37,517

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 82,017 － 82,017

当第３四半期連結会計期間 79,625 － 79,625

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,790,383 32,804 2,823,187

当第３四半期連結会計期間 3,245,927 33,849 3,279,777

（注）１．海外店はないため、国内業務部門と国際業務部門に区分して開示しております。国内業務部門は円建取引、

国際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内

（除く特別国際金融取引勘定分）
2,003,876 100.00 2,491,450 100.00

製造業 170,923 8.53 167,997 6.74

農業，林業 3,882 0.19 5,202 0.21

漁業 3,109 0.16 3,043 0.12

鉱業，採石業，砂利採取業 8,186 0.41 8,555 0.34

建設業 100,861 5.03 114,443 4.59

電気・ガス・熱供給・水道業 7,748 0.39 12,304 0.50

情報通信業 15,294 0.76 15,597 0.63

運輸業，郵便業 142,788 7.13 149,511 6.00

卸売業，小売業 203,230 10.14 206,449 8.29

金融業，保険業 122,863 6.13 147,109 5.91

不動産業，物品賃貸業 291,031 14.52 560,865 22.51

各種サービス業 317,354 15.84 349,602 14.03

地方公共団体 181,607 9.06 184,899 7.42

その他 434,993 21.71 565,866 22.71

海外及び特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

合計 2,003,876 － 2,491,450 －
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 476,000,000

計 476,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 163,728,911 163,728,911
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株

であります。

計 163,728,911 163,728,911 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 163,728 － 25,000 － 10,010

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容を確認することができない

ことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　181,500
－ 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 163,381,200 1,633,812 単元株式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 　　166,211 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 163,728,911 － －

総株主の議決権 － 1,633,812 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、従業員持株ESOP信託が所有する当社株式1,433,800株（議決権の数

14,338個）及び株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権の数50個）含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

トモニホールディングス株式会社

香川県高松市亀井町

７番地１
181,500 － 181,500 0.11

計 － 181,500 － 181,500 0.11

(注)　平成28年12月31日現在の自己名義所有株式数は、181,967株であります。また、このほか、従業員持株ESOP信託

が所有する当社株式1,289,900株を四半期連結財務諸表上、自己株式として処理しております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自　平成28年10月１日　

至　平成28年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

現金預け金 187,931 256,720

コールローン及び買入手形 - 10,000

商品有価証券 372 433

金銭の信託 5,447 5,345

有価証券 ※２ 811,256 ※２ 819,704

貸出金 ※１ 2,022,508 ※１ 2,491,450

外国為替 4,179 3,318

リース債権及びリース投資資産 8,393 8,577

その他資産 23,775 29,045

有形固定資産 30,486 32,469

無形固定資産 125 3,804

退職給付に係る資産 1,167 1,742

繰延税金資産 765 906

支払承諾見返 6,180 7,682

貸倒引当金 △22,591 △24,765

資産の部合計 3,080,000 3,646,435

負債の部   

預金 2,704,251 3,200,152

譲渡性預金 52,883 79,625

コールマネー及び売渡手形 59,500 56,497

借用金 43,796 66,258

外国為替 205 21

その他負債 22,405 18,888

賞与引当金 337 106

役員賞与引当金 76 69

退職給付に係る負債 362 312

睡眠預金払戻損失引当金 444 446

偶発損失引当金 150 142

繰延税金負債 4,665 4,529

再評価に係る繰延税金負債 926 923

支払承諾 6,180 7,682

負債の部合計 2,896,185 3,435,656
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

資本金 25,000 25,000

資本剰余金 21,886 25,974

利益剰余金 111,800 134,341

自己株式 △776 △522

株主資本合計 157,910 184,793

その他有価証券評価差額金 21,357 21,580

繰延ヘッジ損益 0 2

土地再評価差額金 1,622 1,614

退職給付に係る調整累計額 △502 △460

その他の包括利益累計額合計 22,477 22,737

新株予約権 770 935

非支配株主持分 2,655 2,312

純資産の部合計 183,814 210,778

負債及び純資産の部合計 3,080,000 3,646,435
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

経常収益 44,981 53,738

資金運用収益 32,858 38,529

（うち貸出金利息） 25,799 30,116

（うち有価証券利息配当金） 6,870 8,242

役務取引等収益 5,063 5,875

その他業務収益 4,882 6,188

その他経常収益 ※１ 2,177 ※１ 3,144

経常費用 34,873 40,511

資金調達費用 1,646 1,971

（うち預金利息） 1,450 1,715

役務取引等費用 2,802 3,155

その他業務費用 4,791 6,333

営業経費 22,214 26,948

その他経常費用 ※２ 3,418 ※２ 2,102

経常利益 10,108 13,226

特別利益 4 14,875

固定資産処分益 4 25

負ののれん発生益 - 14,849

特別損失 69 286

固定資産処分損 8 55

減損損失 61 230

税金等調整前四半期純利益 10,043 27,815

法人税、住民税及び事業税 3,328 3,285

法人税等調整額 244 564

法人税等合計 3,573 3,849

四半期純利益 6,470 23,965

非支配株主に帰属する四半期純利益 133 110

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,336 23,855
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 6,470 23,965

その他の包括利益 △4,652 306

その他有価証券評価差額金 △4,610 262

繰延ヘッジ損益 0 2

退職給付に係る調整額 △42 41

四半期包括利益 1,817 24,272

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,733 24,122

非支配株主に係る四半期包括利益 83 149
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

連結の範囲の重要な変更

株式会社大正銀行他１社は株式交換による経営統合により、第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含め

ております。

なお、当第３四半期連結累計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える見込みであり

ます。当該影響の概要は、総資産の増加及び負ののれん発生益による特別利益の増加であります。

 

（会計方針の変更）

（「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ13百万円増加して

おります。

 

（追加情報）

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

  
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

 破綻先債権額 2,238百万円 1,949百万円

 延滞債権額 38,215百万円 42,508百万円

 ３ヵ月以上延滞債権額 57百万円 180百万円

 貸出条件緩和債権額 3,687百万円 5,242百万円

 合計額 44,199百万円 49,880百万円

 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

 
 

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

 17,136百万円 16,933百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

 償却債権取立益 770百万円 855百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

 貸出金償却 1,907百万円 367百万円

 貸倒引当金繰入額 1,136百万円 1,074百万円

 株式等売却損 63百万円 260百万円

 株式等償却 1百万円 －百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

  
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

 減価償却費 1,148百万円 1,640百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 598 4.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月13日

取締役会
普通株式 599 4.00 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金

（注）　平成27年６月26日の定時株主総会の決議に基づく「配当金の総額」には、従業員持株ESOP信託に対する配当

金９百万円を含めておりません。また、平成27年11月13日の取締役会の決議に基づく「配当金の総額」には、

従業員持株ESOP信託に対する配当金８百万円を含めておりません。これは、同信託が所有する当社株式を自己

株式として認識しているためであります。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 600 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月14日

取締役会
普通株式 648 4.00 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金

（注）　平成28年６月28日の定時株主総会の決議に基づく「配当金の総額」には、従業員持株ESOP信託に対する配当

金７百万円を含めておりません。また、平成28年11月14日の取締役会の決議に基づく「配当金の総額」には、

従業員持株ESOP信託に対する配当金５百万円を含めておりません。これは、同信託が所有する当社株式を自己

株式として認識しているためであります。

 

株式会社大正銀行は、平成28年４月１日を効力発生日とする株式交換により当社の完全子会社となったため、配当

金の支払額は同社の定時株主総会において決議された金額であります。

株式会社大正銀行

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月27日

定時株主総会
普通株式 72 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

資本剰余金は、当第３四半期連結累計期間において4,087百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において

25,974百万円となっております。

これは、平成28年４月１日を効力発生日とする株式会社大正銀行との株式交換により、資本剰余金が3,760百万

円増加したこと等によるものであります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する経常

収益
39,647 4,645 44,293 688 44,981 - 44,981

セグメント間の内部経

常収益
154 124 278 2,416 2,694 △2,694 -

計 39,801 4,770 44,572 3,104 47,676 △2,694 44,981

セグメント利益 9,835 290 10,126 1,268 11,395 △1,286 10,108

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と四

半期連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、カード業及びベンチャーキャ

ピタル業等が含まれております。

３．セグメント利益の調整額△1,286百万円は、セグメント間取引消去等であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　固定資産の減損損失額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当ありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当ありません。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する経常

収益
48,322 4,700 53,022 715 53,738 － 53,738

セグメント間の内部経

常収益
178 100 278 2,563 2,841 △2,841 －

計 48,500 4,800 53,300 3,279 56,580 △2,841 53,738

セグメント利益 13,003 133 13,136 1,372 14,509 △1,282 13,226

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と四

半期連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、カード業及びベンチャーキャ

ピタル業等が含まれております。

３．セグメント利益の調整額△1,282百万円は、セグメント間取引消去等であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

５．平成28年４月１日を効力発生日とする株式交換による経営統合を行い、株式会社大正銀行他１社を連結子会

社としております。これにより当第３四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額が、銀行業において

484,896百万円増加しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　固定資産の減損損失額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当ありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　当社は、平成28年４月１日を効力発生日とする株式交換による経営統合を行い、株式会社大正銀行他１社を

完全子会社としたことから、銀行業セグメント及びその他において負ののれん発生益を計上しております。

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計

負ののれん発生益 14,844 － 14,844 5 14,849 － 14,849
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（金融商品関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）
 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

貸出金 2,022,508   

貸倒引当金（*） △21,823   

 2,000,684 2,019,326 18,642

（*）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

 

 

当第３四半期連結会計期間（平成28年12月31日）

（単位：百万円）
 

 
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額

貸出金 2,491,450   

貸倒引当金（*） △23,543   

 2,467,906 2,479,451 11,545

（*） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

 

（注） 貸出金の時価の算定方法

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく

異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利

によるもののうち、一般貸出については、その将来キャッシュ・フローをスワップ金利等適切な指標に信用スプ

レッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。個人ローン（住宅ローン及び消費者ロー

ン）については、その将来キャッシュ・フローを、同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値を算定しております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価

値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結決算日

（連結決算日）における四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控

除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについて

は、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時

価としております。

 

（有価証券関係）

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 42.28 147.32

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 6,336 23,855

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 6,336 23,855

普通株式の期中平均株式数 千株 149,855 161,927

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
円 41.74 145.21

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調

整額
百万円 － －

普通株式増加数 千株 1,952 2,345

うち新株予約権 千株 1,952 2,345

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式で、前連結会計年度末か

ら重要な変動があったものの概要

 － －

（注）　従業員持株ESOP信託が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております（前第３四半期連結累計期間2,183千株、当第３四半期連結累計

期間1,548千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

中間配当

　平成28年11月14日開催の取締役会において、第７期の中間配当につき次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当金額 654百万円

(ロ）１株当たりの中間配当金 ４円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月９日

なお、「中間配当金額」には、従業員持株ESOP信託に対する配当金５百万円を含めております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

トモニホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　田　　 　　修　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 堀　　川　　紀　　之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 後　　藤　　英　　之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトモニホール

ディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年

10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トモニホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保

管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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